
1
北海道

経済連合会

　総合戦略のめざす姿の実現に向け、人口減少の進行の「緩
和」と人口減少社会への「適応」の２つの観点が掲げられて
おり、合計特殊出生率の具体的な数値目標が設定されてい
る。一方、P15下段の「妊娠前から妊娠期、出産、幼児期まで
の切れ目ない保健・医療の確保」以降で設定されているKPI
は、「１歳６か月児健康診査受診率」など、全て生まれた後
の指標となっている。これでは出生率の上昇は望むべくもな
いので、妊娠前から妊娠期、出産に関するKPIも必要ではない
か。

ー

　本戦略では、安心して子どもを産み育てられる環境の整備
のため、「結婚を希望する方への支援、結婚に伴う新生活へ
の支援」や「妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目
のない保健・医療の確保」などに取り組むこととしており、
ＫＰＩについては、「結婚に関する相談会開催数」や「次世
代教育のための出前講座実施数」の出生前の指標から「１歳
６か月児健康診査受診率」などの出生後の指標を設定するな
ど、一人ひとりの希望をかなえる社会をつくる取組を進めて
おります。

Ｂ

2
北海道

経済連合会

P.17　子育てなどを地域で支えあう仕組みづくり
　２つ目の〔重要業績評価指標（ＫＰＩ）〕講座に満足し、
友人等に薦めたいと思った人の割合 95.1％ (R5) → 100％
(R11)について、Ｒ１１年100％とあるが、「講座に満足し、
友人等に薦めたいと思う」はあくまでも受講者の主体的な感
想によるものであり、100％というのはあまり想定できないた
め、現実的な数値に置き換えたほうがいいのではないか。

ー

　本ＫＰＩは、「講座に満足し、友人等に勧めたい」と思う
人が増えることで、参加者の増加を図り、もって社会全体に
よる取組の推進を目標とするものであり、直近の現状値やこ
れまでの推移などを勘案し設定しております。
　御意見の趣旨については、今後の検証の際の参考といたし
ます。

Ｃ

3
北海道

経済連合会

P.18　子どもの安全・安心の確保
　３つ目の〔重要業績評価指標（ＫＰＩ）〕 ひとり親家庭の
親の就業率について、就業率の分母について、就業する・し
ないはあくまでも自由意志であることから、単に「ひとり親
家庭の親の就業率」とするよりも、「就業を希望するひとり
親家庭の親の就業率」とし、それに見合う就業率を設定する
方が良いのではないか。

ー

　こどもの貧困解消に向けては、ひとり親家庭の経済的な自
立が重要であり、就業意欲の助長も含めた個々のケースに応
じたきめ細かな就業支援が必要であることから、本指標を設
定しているものです。
　御意見については、今後のひとり親家庭施策の指標設定に
当たり、参考といたします。

Ｃ

4
北海道

経済連合会

P.19　仕事と家庭の両立ができる職場環境の整備〔重要業績
評価指標（ＫＰＩ）〕
　男性の育児休業取得率のみをＫＰＩとしているが、ともに
育てる観点から、取得日数についてもＫＰＩとして設定した
ほうが良いのではないか。

ー

　育児休業の取得については、第３章の１「①仕事と家庭の
両立ができる職場環境の整備」において、育児休業制度の普
及のため、広く企業や労働者の方々に浸透するよう、働き方
改革を支援するセミナーや個別相談会の開催など、職場環境
整備の促進に取り組んでいるところです。御意見について
は、育児休業制度の普及啓発を進める上で、参考といたしま
す。

Ｃ

5
北海道

経済連合会

P.21 学校における働き方改革等の推進　もしくはP19学校教
育の一層の充実
　項目にはないが、産休、疾病により長期に休職する教員に
対する代替者の確保が十分ではなく、残った教職員に対する
「しわ寄せ」が生じ、労働時間のみならず、精神的な負担が
増加している実態もあるため、ＫＰＩとして長期休職者に対
する代替教員の100％確保を設定してはどうか。

ー

　長期休職者が生じた際に代替者の確保が十分でない場合、
他の教職員の業務負担や精神的負担が増加するとの課題は認
識しております。一方、長期休職者の発生は流動的で見込み
が難しいことから、一律の数値目標としてＫＰＩを設定する
ことについては慎重な検討が必要と考えています。
　本戦略では学校における働き方改革の推進を図ることとし
ており、御意見の趣旨については、今後の施策検討の参考と
し、教職員が安心して働ける環境整備に努めてまいります。

Ｃ

6
北海道

経済連合会

　P.27下から5段落目(下から15行目)に、移住・定住の誘致対
象として、若年層、子育て世代に加えて、「中年層」が加え
られた点は評価できる。更に、「中年層（アクティブシニ
ア）」という表現にしてはどうか。

ー

　本戦略では、若年層・中年層、子育て世帯を中心に幅広い
層への移住プロモーションの展開を図ることとしており、ア
クティブシニアを含めたあらゆる世帯を対象としているとこ
ろです。
　いただいた御意見を参考にしながら、引き続き移住・定住
の促進に取り組んでまいります。

Ｃ
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7
北海道

経済連合会

　28頁～29頁について、「外国人材の確保」及び「地域にお
ける外国人との共生」のKPIに関して「外国人居住者数
56,485人 (R5) → 75,000人 (R11)」となっているが、ここ数
年の間に年率20％前後で伸びており、素案記載のR5年の実績
値以降も、既にR6年12月末の実績値が67484人、R7年6月末の
実績値が69620人と出ている中では、今から4年後のR11年の
KPIとして75000人は少なすぎるのではないか。適切なKPI値を
設定した上で、当該居住者数に応じた「共生方策」を検討し
書き込むべきである。

ー

　道では、外国人材の受入拡大や多文化共生社会の実現に向
けて、地域や企業における受入環境づくりなど、様々な取組
を包括的に実施しているところであり、その成果を表すもの
と考え、現在のＫＰＩを設定しておりますが、今後、育成就
労法施行による外国人材の受け入れや新たな政権の外国人政
策に関する議論を注視しながら、ＫＰＩの整合性について、
引き続き検討してまいります。
　御意見の趣旨については、今後の施策の進め方等の道政運
営の参考といたします。

Ｃ

8
北海道

経済連合会

　48頁～50頁の「観光コンテンツの磨き上げ」「観光サービ
ス基盤の構築」「観光インフラの構築」の各KPIについて、素
案では、「観光入込客数」「消費単価」などを用いている
が、今後の北海道観光は客数を増やすだけでなく、高付加価
値化を図る必要があり、それらの総体として最も重要な指標
は観光消費額であり、現在パブリックコメントにかかってい
る次期「北海道観光のくにづくり行動計画」でもそのように
示されている。次期くにづくり行動計画で示されるR12年観光
消費額2兆7000億円（インバンド１兆円）をKPIとし、入込客
数や消費単価を用いるとしても、あくまで補助的な指標と
し、また数値も次期くにづくり計画にあわせるべき。
　現行の素案のKPIでは、国全体の観光立国推進に北海道とし
て貢献する観点では少なすぎ、また、目標年次で１年の違い
はあるとはいえ、分野別計画と不一致なKPIは道民や関係者の
誤解を招くので用いるべきではない。R11 年の指標が必要だ
としても、その場合は、1年後のR12 年に２兆7千億円を達成
するには、R11 年のKPIはどうあるべきかという観点で数値を
考えるべき。

ー

　「観光消費額」については、「観光入込客数」「消費単
価」が向上した結果として導かれることから、「観光コンテ
ンツの磨き上げ」「観光サービス基盤」などの個々の施策に
対するＫＰＩではなく、施策の柱「４　潜在力を活かした産
業・雇用をつくる」における数値目標を「外国人観光客」か
ら「観光消費額」に変更いたします。

Ａ

ー
北海道

経済連合会
　P.61 上から2段落目に、地方創生に関する国の動きを受
け、「広域リージョン連携」が加えられた点は評価できる。

ー ー ー

9
北海道

経済連合会

　80頁以降の「Ⅳ市町村戦略支援」の中に「振興局による市
町村間の広域連携に関する支援」を盛り込むべき。独自の調
査や検討において、特に小規模な市町村については、定例業
務の繁忙や役場自体の人手不足から、地方創生に関する取り
組みに取り組めない実態が明らかになっている。
広域的な取り組みに関する国の制度の適用には制約があった
り、それぞれの事情ある中市町村間の自主的な連携には限界
がある中、上川総合振興局が広域連携推進の協議体を設置
し、振興局が仲立ちする形で柔軟に取り組んでいることは今
後の範となる取り組みと考えられる。市町村戦略を実効的な
ものにする上で、各市町村の人手不足や繁忙感を解消に向け
て、振興局による広域連携を明記いただきたい。

ー
　御意見の趣旨を踏まえ、第６章の３に「(2)市町村の広域連
携に向けた支援」について追記しました。

Ａ

10
北海道
漁業協同

組合連合会

P34　快適で住みやすく、活力ある漁村の構築
P59　水産業の女性・高齢者の活動促進
　漁村等における外国人材との共生などについても触れた方
がよい。

　P28において、全道的な記載として触れられているが、水産
業において、外国人材（技能実習生・特定技能人材）の活躍
は不可欠。漁業・漁村における外国人材の活躍が求められる
状況にあることから、漁村等における外国との共生等を盛り
込んだがよい。

　本戦略では、第３章の２「②外国人材の確保と地域におけ
る共生の環境づくり」で、漁村を含む道内各地域において外
国人との共生を図ることとしております。
　水産業においても、外国人材が本道漁業の実態に即してよ
り活躍ができる環境の整備が必要と考えておりますので、御
意見の趣旨については、今後の施策検討の参考といたしま
す。

Ｃ
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11
北海道
漁業協同

組合連合会

P46～48　栽培漁業の推進
安定的な水産業経営の育成
水産資源の生育環境の保全及び創造と環境と調和した水産業
の展開
　いずれも項目もKPIにおいて10年度の数字が落ち込んでい
る。R4とR13の数字が反対なのではないか。

　確認をお願いします。

　本戦略では、第３章の４「②■栽培漁業の推進」や「■安
定的な水産業経営の育成」、「■水産資源の生育環境の保全
及び創造と環境と調和した水産業の展開」を図るための評価
指標を、令和６年(2024年)に作成した北海道総合計画や令和
５年(2023年)に作成した第５期北海道水産業・漁村振興推進
計画の目標と足並みを揃えており、いずれも目標の数値に誤
りはなく、令和４年(2022年)の実績が目標を上回ったことに
よるものです。
　目標については、単年の漁業生産は海洋環境に加え、消
費・流通構造や国際的な情勢の変化などにより変動が大きく
急減する可能性もあることなどを踏まえて設定しておりま
す。

Ｅ

12
北海道
漁業協同

組合連合会

P52　森林等の二酸化炭素吸収源の確保
　文章中に「ブルーカーボン生態系とされる藻場の保全・取
組を推進する」と記載に止まっているが、項目（タイトル）
の森林の横に藻場等の表現をいれてはどうか。

　道として、各地域で協議の場を設け推進している実態を踏
まえ、項目でブルーカーボンについて触れた方が良いと思
料。

　御意見の趣旨については、林業分野と同様に、ブルーカー
ボンについても、目標値の設定等を含めた新たな動向を踏ま
え、今後の進め方の参考とさせていただきます。

Ｃ

13 北洋銀行

Ⅱ―５　戦略推進の考え方
　[1]～[10]について、従前からの考え方と第三期新たに加え
た考え方とがメリハリなく羅列された感じ。「さらにこうし
た連携を深化させ」とか「全く新たな取組として」とか強弱
をつけたほうが道の考え方が伝わってくると思います。

　道がどのような考え方で創生戦略を推進していくのか、重
要なパーツだと思います。[3]や[10]は丁寧に、[6]は端的に
整理されてはいかがでしょうか。

　御意見のとおり、第２章の５「戦略推進の考え方」は、道
の推進の考え方を整理したものであり、道といたしまして
は、いずれも推進において、重要な要素であると考えており
ます。
　一方で、「従前からの考え方と第三期の新たな考え方がメ
リハリなく羅列」という点は、道民の皆様にそのような印象
を抱かれてしまう可能性もあろうかと思いますので、「[６]
分野横断的な政策展開」の記載を整理するとともに、別途作
成する「第３期北海道創生総合戦略 改訂版のポイント」にお
いて、新たに加えた項目に係る考え方が伝わりやすくなるよ
う、整理することといたします。

Ａ

14 北洋銀行
Ⅲ―４　③
　「観光コンテンツの磨き上げ」について、対象の絞り込み
をしてもよいと考えます。

　歴史、文化、暮らし、アウトドア、サイクリング、食、農
山漁村、ケア、鉄道など方向感が定まっていないように見受
けられる。ある程度の絞り込みは必要と思います。

　北海道の観光は、様々な魅力を持ち様々な可能性を持つこ
とから幅広く推し進めていくこととしており、御意見の趣旨
については、今後の観光振興の参考といたします。

Ｃ

15
日本政策
投資銀行

Ⅲ―３(３)④様々な自然災害リスクなどに対応した安全・安
心な北海道づくり
Ⅲ―５(３)①自治体間の広域的な連携の促進
　水道施設に関する施策については、国の要請に基づき、
「北海道水道広域連携推進プラン」（令和５年３月）におい
て、耐震化の遅れを含む水道経営上の課題解決に向けて、広
域連携を念頭においた圏域分析、経営シミュレーション等を
踏まえた取組方針が策定されているところであり、主な施策
として「『北海道水道広域連携推進プラン』に基づく多様な
広域連携の検討推進」についても明記するべきと考えます。

　安全で安心な水道水の安定かつ持続的な供給については、
耐震化、およびインフラ老朽化問題の解決が不可欠であり、
そのために必要な水道経営基盤の強化を図るべく「北海道水
道広域連携推進プラン」が策定されているが、基本戦略の主
な施策では記載が見当たらない。
　「地方創生2.0」関連の2026年度予算概算要求(2025年9月)
において、広域リージョン連携にかかる政策パッケージとし
て、①「広域リージョン連携」の枠組みの創設、②広域地方
計画等（北海道総合開発計画を含む）に基づく「シームレス
な拠点連結型国土」の実現、③広域連携でのインフラ管理等
の推進、が掲げられている。
③に関しては、「地域インフラ群再生戦略マネジメント（群
マネ）」の普及等、広域的な連携によるインフラの集約再編
等の推進が明記されるとともに、「地方創生2.0」関連の2026
年度予算概算要求(2025年9月)においても予算措置が検討され
ていることから、基本戦略においてもそれらの施策推進を明
記するべきではないか。

　第３章の３「④■強靱な北海道づくり」において、安全で
安心な水道水の安定かつ持続的な供給を目指すため、広域連
携の促進などに取り組むこととしております。
　広域連携に向け、具体的には、「北海道水道広域連携推進
プラン」に基づき、御意見の趣旨と同様の方向で取組を進め
てまいります。

Ｂ
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16
日本政策
投資銀行

Ⅲ―４(３)⑥次世代半導体などデジタル関連産業の集積促進
　国内外の半導体関連企業等の誘致のためには、産業インフ
ラの整備（工水・道路等）が求められるものと思料されるた
め、「誘致促進に向けたインフラの整備」も施策に盛り込む
べきかと存じます。

　GX2040ビジョンにおいてGX産業立地に関し、「エネルギー
供給拠点に合わせた需要の集積」が打ち出され、新たな産業
用地整備の推進する方針が示されており、国と地元行政が連
携して産業誘致に必要となるインフラ整備を早急に進めるべ
きではないか。
　「地方創生2.0」関連の2026年度予算概算要求(2025年9月)
においても、産業用地の計画的な整備促進に向けて「産業用
地・産業インフラの確保」に対する予算措置が検討されてい
ることから、国の政策と連動した誘致促進に向けたインフラ
整備を図るべきではないか。

　次世代半導体の製造拠点の整備に向けて、まずは道央圏で
の製造・研究・人材育成等が一体となった複合拠点を実現す
ることとしております。複合拠点の実現に向けた取組のひと
つとして、市町村等と連携したインフラ及び制度面の受入環
境の整備なども含むこととしているところであり、御意見に
ついては、今後の施策検討の参考といたします。

Ｃ

17
日本政策
投資銀行

Ⅲ―５(３)①自治体間の広域的な連携の促進
　地域の枠を超えた連携のあり方の一つとして、「市町村間
の広域連携による『地域生活圏』単位での地域課題解決に向
けた取組を推進する」ことを明記すべきであると考えます。

「地方創生2.0」関連の2026年度予算概算要求(2025年9月)に
おいて、広域リージョン連携にかかる政策パッケージとし
て、①「広域リージョン連携」の枠組みの創設、②広域地方
計画等（北海道総合開発計画を含む）に基づく「シームレス
な拠点連結型国土」の実現、③広域連携でのインフラ管理等
の推進、が掲げられている。
②に関しては、「地域生活圏」を中心とした地域課題の解決
を図る新たな枠組みとの連動、が明記されるとともに、「地
方創生2.0」関連の2026年度予算概算要求(2025年9月)におい
ても、広域地方計画等に基づく「シームレスな拠点連結型国
土」の実現に向けた予算措置が検討されていることから、基
本戦略においてもそれらの施策推進を明記するべきではない
か。

　広域分散型の本道において、地域の枠を越えた広域的な連
携に取り組むことは重要であり、御意見の趣旨については、
今後の施策検討の参考といたします。

Ｃ

18 連合北海道

（Ⅲ-１(1)数値目標　P15）
　合計特殊出生率：全国平均まで引き上げる(R11)　(R5：
［国］1.20、［道］1.06)⇒ (R6：［国］1.15、［道］1.01へ
修正すべきである。
※Ⅲ-１(１)数値目標も同様P15(R6:［国］1.15［道］1.01

  2025年6月「2024年の人口動態統計」が厚生労働省から発表
され、合計特殊出生率が1.15という過去最低を記録したとい
う衝撃的なニュースがあったことから、ここは新たな数値を
更新すべきである。北海道は、東京都、宮城県に次いで３番
目に低い水準である。また、道内の出生数も、2011年に４万
人を割り、2017年に34,040人、2024年に、22,658人と、３万
人を割り込む減少数となっていることは記載すべきである。

　この度の改訂では、修正・追加施策等に伴うもののほか、
特定分野別計画と連動した指標の修正等を行っております。
戦略の進捗管理の観点から、修正を行わない指標の基準値に
ついては、原則変更しないこととしておりますが、御意見の
趣旨を踏まえ、第２章「基本的な考え方」に最新の人口動態
データを掲載しました。

Ａ

19 連合北海道

（Ⅲ-１(3)主な施策①安心して子どもを産み育てられる環境
の整備　P16）
■子育て世帯の経済的な負担の軽減
　国の制度を活用しながら、幼児教育・保育の無償化という
施策に、追加して、国による大学教育終了までの無償化を実
現することにより、経済的な負担の軽減を図ることを追加す
べきである。

　大学の授業料や入学金は、各設置者において判断されるも
のの、大学での教育を希望する若者が経済的理由から進学を
断念することのないよう、国公立大学の授業料無償化と私立
大学・専門学校の授業料の負担軽減を図るべきである。現
在、大学生等の約半数が奨学金制度を利用している。返済不
要の給付型奨学金は、２０２４年度から、多子世帯(子どもを
3人以上扶養)や私立理工学系の学部生に対し、年収６００万
円程度の世帯まで授業料の減免措置が導入された。また、２
０２５年度からは、多子世帯の学生等の授業料が所得制限な
しで無償化となった。依然として対象は限定的であり十分と
は言えない。中間層を含めた支援制度の拡充を図るべきであ
る。あわせて、奨学金返済者に対しても支援の拡充を求め
る。他方、文部科学省の中教審では、国立大学の授業料を３
倍にする案が出るなど、世界の潮流に逆行する政策は改める
べきである。国公立大学の授業料無償化と私立大学・専門学
校の授業料の負担軽減を図ることや、生活支援も含めた給付
型奨学金を創設・拡充するべきである。これにより、子育て
世帯の経済的負担の軽減にも繋がると考える。

　道では、これまで高等教育に係る教育費の負担軽減のた
め、日本学生支援機構の奨学金について貸与条件の緩和や枠
の拡大、国による高等教育の修学支援制度について給付額の
引上げや支援対象者の拡充など、制度の充実について要望し
てきております。
　御意見の趣旨を参考に、引き続き、国の施策を注視しつ
つ、子ども・子育て施策への財政支援の充実などについて国
に対して要望してまいるとともに、子育て世帯の経済的な負
担を軽減する取組を進めてまいります。

Ｃ

4／17



No 団体名 北海道創生協議会構成員からの意見 意見の理由 意見に対する道の考え方 区　分

20 連合北海道

（Ⅲ-1(3)主な施策　①安心して子どもを産み育てられる環境
の整備
　P16）
■待機児童の解消をはじめ仕事と育児の両立ができる環境整
備の２項目目について
　保育士の配置基準の改善を補強すべきである。２０２４年
４月１日から、一部年齢で見直しが図られ、３歳児は「２０
人に１人」から「１５人に１人」、４歳児・５歳児は、「３
０人に１人」から「２５人に１人」へと配置基準の見直しが
図られた。しかし、０歳児から２歳児の配置基準は、保育士
不足から見直しの対象に含まれなかったことが課題である。
１歳児について、一部の自治体(八王子市・横浜市・京都市・
草加市)では、よりきめ細かな保育を実施するため、国の基準
(6:1)を超える独自の配置基準(5:1or4:1)を定めているが、保
育サービスの地域間格差の解消や保育の質の向上に向けて、
残る０歳児から２歳児に対する国の保育基準(0歳児3:1、1歳
児から2歳児6:1)の見直しが必須である。待機児童の解消や仕
事と育児の両立ができる環境の整備には、保育士の配置基準
の改善は必要不可欠である。

　２０２４年の日本における出生数は、過去最少の７２万９
８８人となり、予想を上回る速いスピードで少子化が進行し
ている。子どもの権利としての「こども大綱」は、「日本国
憲法」「子ども基本法」および「子どもの権利条約」の精神
にのっとり、すべての子ども・若者が生涯にわたる人格形成
の基礎を築き、自立した個人としてひとしく穏やかに成長す
ることができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわら
ず、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体的・精神的・社
会的に、将来にわたって幸せな状態(ウエルビーイング)で生
活を送ることができる社会(子どもまんなか社会)をめざし
た、基本理念や重要事項をまとめたものである。そのため、
幼児教育・保育は極めて重要な時期となるが、０歳児～２歳
児の保育士の配置基準の見直しがなければ、十分な幼児教
育・保育を受けることができない実態にある。また、総務省
「労働力調査」等による２０２３年働く保護者数は、専業主
婦のいる世帯の３倍近い１，２０６万世帯が共働きとなって
おり、女性の就業率は年々上昇している。特に出産する可能
性の高い２５～４４歳の女性では８０％を超えていることか
らも、保育士の配置基準の見直しは必要不可欠である。

　幼児教育・保育の質を向上や安全・安心な保育体制の充実
等を図るためには、保育士等の負担軽減し、子どもたちに
しっかりと気を配ることができる環境整備が重要であること
から、道では、こども未来戦略に基づき、保育士の配置基準
の改善を確実に行うよう、国に要望しているところです。
　また、１歳児については、今年度から新たに職員配置改善
加算が創設されていますが、加算措置ではなく、配置基準の
早期改善を実施するよう、併せて要望しております。

Ｃ

21 連合北海道

（Ⅲ-１(3)主な施策　①安心して子どもを産み育てられる環
境の整備　P16）
■待機児童の解消をはじめ仕事と育児の両立ができる環境整
備の３項目目について
　「地域における延長保育、病児・病後時保育や預かり保
育、地域型保育など多様な子育て支援サービスの提供体制の
整備を支援する」に加えて、以下の内容を補強すべきであ
る。
　病児保育事業は、各市町村に看護師が常駐する医療機関併
設型施設の設置や拡充を図る。という文言を補強すべきであ
る。また、医療機関併設型施設等におけるICT化推進事業の整
備にあたっても、道として必要な経費を市町村に支援するこ
とを補強すべきである。

　病児・病後児保育は、保育園に通っている子どもが病気に
なった際、仕事を休めない親に代わって病気の子どもを一時
的に預かってくれる施設です。就業継続の観点から病児・病
後児保育に対する職場組合員のニーズは高く、「常に満員で
なかなか預けることができない」、「受け入れ不可の日があ
るなど、常に受け入れ可能な状態とはなっていない」など空
きがないという声が多く、また、「施設までの距離が遠いた
め利用しようとすると始業時間に間に合わない」など地域に
おいては、近郊に無い等の声もあり、さらに、予約やキャン
セル待ち、問い合わせに対し「連絡が当日の始業時間ギリギ
リである」という声も多くある。これらを解決するには、予
約、空き状況などのシステム化により誰でもいつでも確認が
取れるようシステムの導入が重要である。北海道において
も、ICT化の実態把握とともに、さらなるICT化を推進し、利
便性の向上を図ることも求められるため。

　病児・病後児保育事業の実施に当たっては、医療機関との
連携が必要でありますが、実施場所は医療機関に限るもので
はなく、保育所等でも実施されているところです。
　事業実施主体である市町村では、地域の実情等を踏まえな
がら実施場所の確保に取り組んでおり、道では各市町村にお
ける病児保育事業の整備や運営費等を支援しております。
　御意見の趣旨を踏まえ、引き続き、地域における多様な子
育て支援サービスの体制整備に取り組んでまいります。

Ｂ

22 連合北海道

（Ⅲ-１(3)主な施策　①安心して子どもを産み育てられる環
境の整備　P18）
■子どもの安全・安心の確保の２つ目について
　不登校により学びや支援にアクセスできない子どもたちを
ゼロにすることは良いことと考える。一方、オンラインを活
用した学習支援の中に、定期試験の受検を可能とすることを
推奨することも補強すべきである。意見の理由にも記載して
いるが、2024年5月に実施した連合北海道の道内自治体実態調
査の結果によれば、ICTを活用したオンライン学習が進んでい
るものの、不登校生徒が内申点に影響が出ないよう定期試験
が受けられる体制が未整備であることが判明したため、補強
すべきである。

　胆振管内のある自治体(伊達市)では、不登校児童対策のた
め市内の施設に「不登校サポートハウス　子どもの国フェ
ニックス」の名称で、退職教員などがスタッフとなってフ
リースクールを実施している。定期試験を含む学習や、児童
生徒の実態に合わせた活動を実施している。
　十勝管内のある自治体(音更町)では、不登校傾向の児童生
徒が学校生活への復帰を含め、将来に向けて社会的に自立し
ていく力を養うことを目的として、町内に「ふれあい教室」
と「ふれあい柳町教室『ほっと』の２箇所の教育支援セン
ターを設置している。２箇所ともWi-Fiを設置し、学校とのリ
モート授業ができる環境を整えているとともに、うち「ふれ
あい教室｣においては、定期試験の受検を可能としている。
　連合北海道の調査では、これらの自治体以外は定期試験を
受けることが出来ていない現状にあり、「誰一人置いてきぼ
りにしない」学校教育を実現するためにも、その見直しを道
が率先して取り組むべきである。

　本戦略では、不登校児童生徒のニーズを踏まえながら、オ
ンラインを活用した学習支援の充実を図ることとしており、
御意見の趣旨については、今後、学校の教員や市町村教育委
員会担当者が参加する会議等での説明の参考にいたします。

Ｃ
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23 連合北海道

（Ⅲ-１(3)主な施策　①安心して子どもを産み育てられる環
境の整備　P18）
■子どもの安全・安心の確保の４つ目について
  子どもの最善の利益を実現するため、～自立支援までとあ
るが、それでは不十分である。社会的養育を推進するために
も、道内23箇所にある児童養護施設(地域小規模児童養護施設
35箇所)で働く児童指導員等の職員配置や労働条件改善を積極
的に進めることを補強すべきである。また、同施設に働く保
育士等についても処遇・配置改善を図ることも補強すべき。
さらに、入所者である子どもの最善の利益のため、社会全体
で子どもを育む体制づくりを強化するとともに、ケアリー
バー支援体制を確立することを補強すべきである。

　現在、児童養護施設に入所しているこどものうち約7割は虐
待受けていることが2023年2月、「児童養護施設入所児童等調
査」結果で明らかとなっている。こうした実態の中、児童養
護施設の職員配置の主な職種として掲げられている児童指導
員や保育士の労働条件については極めて低位にあることか
ら、その見直しを図る必要がある。札幌市内の公益財団法人
児童養護施設の児童指導員及び保育士の求人情報の内容をみ
ると、中途採用枠での正職員の初任給は短大・専門学校卒が
200,064円(処遇改善金や特別加算金等の全手当込)、4年制大
卒が220,552円(処遇改善金や特別加算金等の手当含む)、加え
て、児童指導員・保育士・幼稚園教諭1種免許状の職種による
契約職員においては、月額168,776円(手当含む)からと明示さ
れている。24時間体制で、保護者の適切な養育を受けられな
いこどもの生命を守らなければならない労働者の労働条件と
してふさわしいものとは到底言えない。社会全体でこどもを
育む社会的養護という重大な理念のもと、社会的養護に携わ
る労働者(児童指導員、保育士等)の処遇・人員配置改善につ
いては喫緊の課題として対策を図る必要があり、素案に補強
すべきである。また、また、ケアリーバー(児童養護施設や里
親などの社会的養護の保護を離れた方)の社会的孤立を防ぎ、
支援者と繋がり続けられる仕組みを構築すべきである。

　御意見の趣旨については、第３章の１「①■こどもの安
全・安心」において、社会的養育の推進に当たり、人材確
保・財源措置等の必要な措置を講じることや自立支援を行う
こととしており、政策の方向性を示しています。

Ｂ

24 Ｃ連合北海道

（Ⅲ-１(3)主な施策　②未来を担う子どもたちの成長を支え
る教育環境の充実　P22）
■学校における働き方改革等の推進の２・３項目について
　部活動を担当している中学校教員の日常として、強い部活
動の顧問となると、朝練から１９時過ぎまで休憩時間返上で
部活動の指導にあたっているケースがみられる。部活動の地
域移行については、学習指導要領から「部活動」の記述を削
除し、学校と切り離したうえで行うべきである。地域移行後
の指導者不足の課題や生徒の移動手段などについては、国が
必要な予算を確保して拡充すべきである、ことを補強すべき
である。

　道教委の「アクション・プラン」（第３期）では部活動の
地域移行にかかわり、2025年度までに取り組みを重点的に行
い、地域の実情等に応じて可能な限り早期の実現を目指すと
している。月80時間以上の超過勤務の全体に占める割合は公
立小学校教員(集約人数3,457人)で17.4％、公立中学校教員
(集約人数1,572人)で33.9％と、小中学校全体で22.6％が超過
している現状にある。特に中学校では、1日の持ち授業時間は
平均すると4時間程度(1単位時間50分)であることから放課後
までに小学校より授業の持ち時間が100分程度少ないものの、
その分、放課後は生活指導や部活動指導、進路指導、生徒会
指導などに多くの時間が割かれ、そのほとんどが所定の勤務
時間外に行われていくことから、平均して小学校よりも超勤
が多くなっている。それに加え、中学校ではさらに部活動が
あるため、この状況では仕事のやり方を工夫する余地などな
い。最も負担となっているのは、中学校の部活動であり、平
日を含めた地域への移行が必要であるものの、移行にあたっ
ても学校の教育活動から完全に移行しなければ、学校に責任
が残り、結局大会運営や引率など教職員の負担は解消されな
い。完全移行に向けては、地域内で指導を行う人員を確保し
なければ始まらないことから、地域内における指導者育成・
確保をはじめ、移行先のスポーツクラブ等にかかる費用や送
迎等の関係上、子どもの運動の機会が減少することのないよ
う、社会移行に関連する必要な費用の予算措置を講じるべ
き。士別市では、本年度から小中学生を放課後、自宅や児童
館からスポーツ少年団などの活動場所に送り届ける「習い毎
応援タクシー」事業の本格運用を行うとしている。このよう
な習い事に特化した移動支援を参考として、道としても、部
活動の社会移行に際する移動支援を検討すべきであることか
ら、素案に盛り込むべきである。(道教委によると札幌市を除
く178市町村中84市町村で何らかの地域クラブ活動を実施中)

　本戦略では、保護者・地域等との連携協働により、学校行
事等の準備・運営について、地域人材の協力を得るなど、負
担軽減を図るほか、一人ひとりの働き方改革の意識を高める
ため、時間外在校等時間の上限時間を超える職員に対し、業
務の内容や優先順位を協議するなど必要な対策を講じること
としており、御意見の趣旨を今後の参考とし、部活動の地域
移行の円滑な実施と持続的な運営のため、指導者の配置や生
徒の移動手段の確保などに対応できるよう財政措置の拡充
を、引き続き、国に要望してまいります。

6／17



No 団体名 北海道創生協議会構成員からの意見 意見の理由 意見に対する道の考え方 区　分

25 連合北海道

（Ⅲ-１(3)主な施策　③若者や女性にも選ばれる地域づくり
P22）
■若者の道内就職の促進や正規雇用化などの雇用の質の向上
　「就職氷河期世代支援基本法」の制定をめざし、非正規雇
用でキャリアをスタートさせ、その後も正規雇用への道が閉
ざされている世代に対して、正規雇用化・無期転換の促進を
はかる必要がある。雇用形態の多様化による、フリーラン
ス、副業・兼業、ギグワーカーなど、多様な働き方（働かせ
方）が拡大しているなかで、労働時間や賃金、安全衛生など
に関する労働者保護ルールの適用のあり方を見直し、働くも
のすべての命と権利、生活が守られる環境を整備すべきであ
る。自治体への支援を通じて、空き家を借り上げる「みなし
公営住宅」の補助を進めるべきである。

　バブル経済崩壊から現在まで続く「失われた３０年」にお
いて、とりわけ１９９０年代から２０００年代前半は、企業
の正社員採用が抑制され「就職氷河期」と呼ばれている。こ
の「就職氷河期」に学校を卒業し、不本意なかたちで非正規
労働者としてのキャリアをスタートさせた世代は、その後の
労働者派遣法の拡大などの規制緩和政策の影響を受け、長期
の非正規労働を余儀なくされた。キャリア形成の機会を得る
ことも困難となり、低賃金に苦しみ、出生率の低下、格差拡
大などの課題を抱えている。就職氷河期を生み出し、その後
の非正規雇用拡大の流れを作った責任は政治にあり、個人責
任ではない。およそ１，７００万人ともいわれる「就職氷河
期世代」は今後、高齢化にも直面する。他の世代に比較して
賃金が低いという現実は、そのまま低年金などの社会保障の
不安につながることから、喫緊の課題であると言える。ま
た、経済不安による未婚化が進んだことと、平均寿命が延び
たことによって高齢単身者が増えたことから、シングル世帯
（ひとり暮らし）が全世帯数の４割を占めている。少子・高
齢化、ライフスタイルの多様化が進むなか、すべての世代・
世帯が安心して暮らせる社会の実現が求められているため、
就職氷河期世代の対策をもう少し補強すべきである。

　御意見の趣旨については、第３章の１「③■若者の道内就
職の促進や正規雇用化などの雇用の質の向上」において、若
年無業者や就職氷河期世代等の正規雇用化などの支援をする
こととしており、御意見の趣旨は包含しています。

Ｂ

26 連合北海道

（Ⅲ-１(3)主な施策　③若者や女性にも選ばれる地域づくり
P24）
■企業・大学等と連携した地域を創る人材の育成の項目に関
して、以下の点について補強すべき。
　素案にある「若者や女性にも選ばれる地域づくりに向けた
取組を推進する。」ためには、まず、進学時における"流出減
"の対策が重要であり、道内の進学先の選択肢を増やす取り組
みが必要である。ナンバー1教育、オンリー１教育などを掲
げ、道外に行かなくても日本一の教育が受けられ、若者が憧
れるような職業の学びの場を提供し、道内に若者をとどめる
必要がある。特に、道内大学の魅力を高める取り組みが必要
である。大学の進学先を選ぶ基準は、「希望の学部・学科」
が最も多い傾向にあることから、道内の大学が学部や学科の
充実を図り、知名度やブランド力を高め、機能強化や魅力向
上に努めることを、補強すべきである。

  首都圏をはじめとした道外大学とのUJIターン就職促進に関
する連携協定をより一層拡大すべきである。また、道が主体
となって、道内大学・高専に学ぶ高度人材が、地元企業に正
規雇用として就職するよう、道内市町村自治体に対して、
「奨学金返還支援制度」の創設を働きかけるべきである。さ
らに、道が「まとめ役」となって全体マネジメントしている
「北海道若者活躍プロジェクト推進協議会」などの事業を推
進し、道内就職優遇制度の改善に結び付けるよう取り組みを
強化する必要がある。

　この度の改訂では、「若者や女性にも選ばれる地域づく
り」を、新たに施策の柱の１つとして位置付け、幅広い施策
を連携させながら、取組を推進することとしております。
　いただいた御意見については、この度実施した大学生等か
らの意見聴取においても、類似の御意見をいただいていると
ころであり、引き続き、道内の大学等とも連携し、「若者や
女性にも選ばれる地域づくり」に向け、取り組んでまいりま
す。

Ｃ

27 連合北海道

（Ⅲ-１(3)主な施策　③若者や女性にも選ばれる地域づくり
P24）
■企業・大学等と連携した地域を創る人材の育成の項目に関
して、以下の点について補強すべき。
　就職時における"流入増"の対策として、既存のアンテナ
ショップを活用し、情報発信を強化するなど、Ｕターン就職
を増やす必要がある。道内にどのような企業があるのか、学
生に対して自社の魅力をPRできる場をより一層増やしていく
べきである。

  首都圏をはじめとした道外大学とのUJIターン就職促進に関
する連携協定をより一層拡大すべきである。また、道が主体
となって、道内大学・高専に学ぶ高度人材が、地元企業に正
規雇用として就職するよう、道内市町村自治体に対して、
「奨学金返還支援制度」の創設を働きかけるべきである。さ
らに、道が「まとめ役」となって全体マネジメントしている
「北海道若者活躍プロジェクト推進協議会」などの事業を推
進し、道内就職優遇制度の改善に結び付けるよう取り組みを
強化する必要がある。

　就職時における流入増の対策としては、第３章の２「①■
地域の産業を支える人材を確保するＵ・Ｉターン就職の促
進」において、Ｕ・Ｉターン就職の促進について掲げてお
り、引き続き道外大学との就職連携協定の拡大に努めてまい
ります。

Ｂ
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28 連合北海道

（Ⅲ-１(3)主な施策　③若者や女性にも選ばれる地域づくり
P23）
■女性の能力を発揮しやすい環境の整備
　女性の働く職場環境の整備、従業員の正規化などによる、
とりわけ中小企業の活性化に向けた支援強化が必要である。
2023 年度北海道の女性の就業率は49.2％で、全国の53.6％に
対してマイナス4.4 ポイントとなっている。とりわけ正規雇
用労働者が少ないという状況である。また、北海道労働局が
取りまとめた「新規求職者の年齢別状況」でも30 歳から54
歳の女性で就労を希望する求職者が多数となっている。女性
の就業率が低いのは、どのような課題があるのか、原因分析
を行いながら、女性が働く環境を踏まえた対策を進めるべ
き。連合はジェンダー平等を推進している。あらゆる分野で
女性の参画が進むことにより、社会構造の変革に繋がると考
えており、企業における女性参画を意識した取り組みを進め
る必要がある。とりわけ中小企業に対する非正規雇用から正
規雇用への転換に対する支援を行うとともに、女性の正規雇
用の促進が、会社の将来への有用性となるということを伝え
る取り組みを行うべきである。

　第20 回（令和６年度第１回）北海道創生協議会（2024
年）５月22 日における連合北海道須間会長の発言から引用

　御意見の「女性が働く環境を踏まえた対策」や「企業にお
ける女性参画を意識した取組」に係る趣旨については、第３
章の１「③若者や女性にも選ばれる地域づくり」において、
「働く女性の健康問題など女性の就業率向上に向けた企業の
支援体制の充実を促進するセミナーの開催などにより、女性
が活躍し続けるための環境、職場づくりを促進する」とし、
政策の方向性を示しています。

Ｂ

29 連合北海道

（Ⅲ-１(3)主な施策　④多様な人材の活躍推進　P25）
■障がい者への就労支援施策の充実・強化
　当事者のニーズの把握を起点に、職場における理解促進の
取り組みや、合理的配慮の提供、キャリア形成支援や能力開
発機会の確保など、社会全体で積極的に関与していくことが
必要である。障がいのある労働者が、生き生きと安心して働
き続けられるよう取り組んでいく、ことを補強すべき。
　障害者雇用促進法に基づく法定雇用率が、２０２６年７月
から２.７％(国・地方自治体は3.0％、教育委員会は2.9％)に
引き上げられることを踏まえ、障がい者が安心して働き続け
ることができるよう、障害者雇用率の達成とともに、各種助
成金等の活用を含め、職場における障がい者の個別性に配慮
した雇用環境の整備に取り組む、ことを補強すべき。
　事業主の責務である「障がい者であることを理由とした不
当な差別的取扱いの禁止」、「合理的配慮の提供義務」、
「相談体制の整備・苦情処理および紛争解決の援助」につい
て、労働協約・就業規則のチェックや見直しに取り組む、こ
とを補強すべき。
　ＩＣＴ等を活用した在宅勤務や短時間勤務など、障がい特
性等に配慮した働き方の選択肢を増やし、就労拡大・職域拡
大を図る、ことを補強すべき。
　雇用の安定やキャリア形成の促進を図ることを目的に、能
力開発の機会を確保するよう取り組む、ことを補強すべき。

　厚生労働省「障害者雇用状況調査」によると、２０２３年
度の雇用障害者数および実雇用率は過去最高を更新した。他
方、法定雇用率未達成企業割合は４９．９％であり、そのう
ち、１人も障がい者を雇用していない企業の割合は５８．
６％に上る。こうした中、障害者雇用促進法の改正により、
法定雇用率は現在の２.５％から２０２６年７月には２.７％
に引き上げられ、障害者雇用が義務付けられる企業の範囲も
拡大される。障がい者の就労機会の確保・拡大に向け、雇用
率の着実な達成を企業に働きかけていくことが求められてい
る。
　ノーマライゼーションの推進には、雇用者(数)のみなら
ず、障がい者が安心して働き続けられる環境整備や合理的配
慮の提供を含めた雇用の「質」の向上に一体的に取り組むこ
とが不可欠である。障害者職業総合センターの調査研究によ
ると、障がいのある労働者が「合理的配慮が不十分」「必要
だが受けていない」と考える項目の上位には、「能力に応じ
た評価・昇進等」や「能力発揮できる仕事」といった項目が
あがっている。また、「上司との定期的な相談」や「コミュ
ニケーションの手段・支援等」などのコミュニケーションに
関する項目も上位にある。さらに、合理的配慮が必要だが受
けていない労働者の中には、「どの程度まで配慮を求めてよ
いのかわからない」「社内のどこに相談すればよいのかわか
らない」と回答する者が５割前後も存在する。

　御意見の「障がい者の就労支援」に係る趣旨については、
第３章の１「④多様な人材の活躍推進」において、社会全体
で応援する機運の醸成や、企業等と連携・協働し、障がいの
ある人の意欲・特性に応じた就労機会の拡大、職場定着の推
進など、政策の方向性を示しています。

Ｂ
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No 団体名 北海道創生協議会構成員からの意見 意見の理由 意見に対する道の考え方 区　分

30 連合北海道

　発達障害を持つ児童生徒が安心して学習できる環境および
療育の機会を提供するためには、その家族が安心して働き暮
らす社会を実現しなければならない。現状の制度やサービス
の拡充が必要であり、２０２１年の通常国会で成立した「医
療的ケア児支援法」の目的には、子どもの「穏やかな成長」
とともに、「家族の離職防止」が盛り込まれた。障がい児等
を支える家族が働き続けられるよう、労働・福祉の両面から
環境整備を図っていく必要がある。具体的には、①障がい児
等の家族の仕事と育児・ケアの両立を支援するため、育児・
介護休業法上の制度の適用期間の延長や休暇日数の増加な
ど、弾力的な運用を可能とする法整備を行うこと、②障がい
児等の家族の仕事と育児・ケアの両立を支援するため、障害
福祉サービスの整備を行うこと、③保護者の付き添いなし
で、障がい児等が登下校できるよう通学支援体制の整備を図
ること、④移動支援を地域生活支援事業から自立支援給付化
し、通年かつ長期を必要とする通学支援にも利用可能とする
こと、⑤児童発達支援や放課後等デイサービスにおける預か
り時間の延長支援など、保護者の就労などによるニーズを踏
まえた対応を図ること、などを補強すべきである。

　障がいのある子どもの場合、成長とともにケア負担が軽減
されるとは限らない。身体の成長とともに、あるいは症状が
悪化してケア負担が増すこともあり、育児・ケアの長期化が
課題の一つである。定期的な通院や学校からの呼び出しへの
対応などもあり、子どもの年齢で支援が区切られている「育
児・介護休業法」の各種制度では支援が十分とは言えない。
また、福祉サービスも親の就労ニーズに十分に対応できてい
ないため、障がい児等の家族の負担は重く、働き続けること
が難しい状況にある。登下校に保護者が付き添いが必要な場
合も少なくない。毎日の付き添いは就労への壁となってお
り、また、保護者が体調不良等で送迎できない時は休ませる
ことになるなど、子どもにしわ寄せが生じている。
以上の観点から、先のとおりの意見を出し、素案に補強すべ
きである。

　本戦略では、第３章の１「②■特別支援教育の充実」にお
いて、安全・安心な医療的ケア実施体制を整備することとし
ていますが、このうち、道が設置している北海道医療的ケア
児等支援センターにおいて、医療的ケアが必要なこどもを持
つ家族や関係機関からの相談に対応するほか、支援を総合的
に調整する医療的ケア児等コーディネーターの養成や各圏域
における協議の場の設置を進めるなど、医療的ケア児及びそ
の家族等への支援体制の充実に向けた取組を進めているとこ
ろです。
　御意見については、今後の医療的ケア児等への支援に係る
施策推進の参考といたします。

Ｃ

31 連合北海道

（Ⅲ-２(３)主な施策　②外国人材の確保と地域における共生
の環境づくり　P28）
■外国人材の確保
　道内は全国を上回るスピードで人口減少と人手不足産業が
進行している中、道内外国人労働者数の増加率は加速してい
る。そのうち約半数の在留資格が「技能実習」であることを
踏まえ、技能実習をはじめとする外国人労働者の労働条件や
就業環境の適正化に向けた課題解決はもとより、地域におけ
る外国人の増加に対する不安解消とコミュニケーションの充
実を図っていく必要がある。外国人材が地域社会の一員とし
て受入れ・定着を支援するとともに、多文化共生に向けた環
境体制を拡充する、ことを補強すべきである。

　北海道労働局が2024年1月末に発表した｢外国人雇用状況の
届け出状況(2023年10月末時点)｣によれば、道内の外国人労働
者数は35,439人と前年比7,626人(27.4％増)となり、増加率が
加速傾向にある。また、外国人を雇用する事業所は約7,000所
(前年比734所、11.9％増)。国籍別ではベトナムが最も多く外
国人労働者全体の32.6％となっている。産業別では｢製造業｣
が最も多く全体に占める割合は27.2％。事業所規模別では、
外国人を雇用する事業所は｢30人未満｣規模の事業所が最も多
く、全体に占める割合は64.4％となっている。こういった状
況のなか、道内で働く外国人労働者数の在留資格は全体の約
半数が｢技能実習｣であることを踏まえて、技能実習による労
働条件や就業環境の課題、そのほかの外国人労働者の課題解
決はもとより、地域における外国人の増加に対する不安解消
や、日本人住民と外国人住民が言語や文化、習慣等の壁を乗
り越えて共に暮らしていくことができるよう、多文化共生に
向けた環境体制をより一層拡充していくべきである、ことか
ら素案に補強すべきである。

　御意見の趣旨については、第３章の２「②外国人材の確保
と地域における共生の環境づくり」において、政策の方向性
を示しており、外国人材の確保に向けては、外国人が本道で
安心して働き、暮らすことができる環境づくりを進めていま
す。
　また、外国人との共生社会の実現に向けては、道内で働き
暮らす、外国人の方々が地域社会の一員として、安全・安心
に暮らすことができる多文化共生社会の実現に一層努めてま
いります。

Ｂ

32 連合北海道

（Ⅲ-２(３)主な施策　②外国人材の確保と地域における共生
の環境づくり　P28）
■外国人材の確保
　道内地域における外国人労働者の「やむを得ない事情があ
る場合」の転籍を実現するためには、地方自治体(道、市町
村)が行う無料職業紹介機能(地方版ハローワーク)が重要とな
る。「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識
者会議」の最終報告書を踏まえて国の関係諸機関と連携を図
りつつ、外国人労働者の転籍を支援していくための予算や人
員を確保し、地方版ハローワーク体制を拡充する、ことを補
強すべき。

　「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者
会議」の最終報告書を踏まえて「自治体は、地域協議会への
積極的な参画等により、共生社会の実現、地域産業 政策の観
点から、外国人材受入れ環境整備等の取組を推進」などを実
現するために、地方版ハローワーク体制を拡充すべきである
ことから、素案に補強すべきである。

　国では、有識者会議の最終報告書を踏まえ、「やむを得な
い事情がある場合」の転籍について、その範囲の明確化や手
続きの柔軟化を検討していくほか、転籍支援の在り方につい
ても、まずは監理支援機関が中心になって行うこととしつ
つ、ハローワークは外国人育成就労機構等と連携するなどし
て行うことを検討していることから、引き続き、国の検討状
況について情報収集に努めてまいります。御意見について
は、今後の施策の進め方等の参考といたします。

Ｃ

9／17



No 団体名 北海道創生協議会構成員からの意見 意見の理由 意見に対する道の考え方 区　分

33 連合北海道

（Ⅲ-２(３)主な施策　②外国人材の確保と地域における共生
の環境づくり　P28）
■外国人材の確保
　外国人労働者の受け入れ企業に対して、労働法令を遵守さ
せるとともに、外国人労働者が集団的労使関係のもとで労働
条件について使用者と対等に交渉ができるよう、国と連携を
図り、道として支援を強化する、ことを補強すべき。

　外国人が日本で働き生活するには、第二言語としての日本
語の習得が不可欠である。特に、職場では、従業員や顧客等
との円滑な意思疎通が労災防止や職場への定着につながる。
そのため、業種の特性やニーズを把握した上で、日本語教室
の提供や教材の作成等が求められると同時に、外国人労働者
の適正な労働環境の確保や労働問題に的確に対応するために
は、地域の労政事務所等の役割が期待されることから、道と
して支援を強化すべきである、ことから補強すべきである。

　御意見の「外国人労働者の就業環境」に係る趣旨について
は、第３章の２「②外国人材の確保と地域における共生の環
境づくり」において、「育成就労制度の開始も見据え、外国
人材の受入に関する諸制度の理解促進や受入れを希望する企
業の見学会の開催等により、外国人が本道で安心して働き、
暮らすことができる環境づくりを進める」とし、政策の方向
性を示しています。

Ｂ

34 連合北海道

（Ⅲ-２(３)主な施策　②外国人材の確保と地域における共生
の環境づくり　P28）
■外国人材の確保
　「技術・人文知識・国際業務(技人国)として、来道してい
る労働者が不法就労の被害に巻き込まれないよう、道として
も悪徳ブローカーの対策を講じることを、補強すべきであ
る。

　北海道は他県と比べ急ピッチで超少子高齢化が進展し、人
材不足が深刻化しているため、外国人材の受け入れが必至と
なる。現在、道内の外国人労働者数は、前年比24％増の4万3
千人。うち最多の国籍はベトナム人で1万2千人。その多くは｢
技能実習生｣として来道し、製造業や建設業、農業に従事して
いる。また｢特定技能｣や｢技術・人文知識・国際業務｣(技人
国)として来道している外国人労働者もいる。とりわけ｢技人
国｣は、この10年間で15倍増にもかかわらず、悪徳ブローカー
による不法就労などの問題が発生しているという。これに対
し、GAコンサルタンツの方から「学生がいくら手数料を支
払っているか、ご存知ですか」「受け入れた学生に問題が
あった時、すぐに家族と連絡が取れますか」と問題提起し
た。この先、外国人材が不可欠な道内においても、この問題
の解決が急務となることから、戦略に補強すべきである。

　道では、第３章の２「②■外国人材の確保」で示している
施策のほか、業界団体と連携しながら、市町村や企業等に対
し、適正な雇用管理や在留管理についての周知・啓発、生活
支援や多言語での情報提供といった取組事例の普及など、外
国人が本道で安心して働き、暮らすことができる環境づくり
の実現に一層努めてまいります。

Ｂ

35 連合北海道

（Ⅲ-２(３)主な施策　⑥航空ネットワークや北海道新幹線、
高規格道路等を活用した新たな人の流れの創出　P31）
■航空ネットワークの充実・強化
［重要業績評価指標(KPI)］

　道内空港の国際線利用者数303万人(R5)　⇒　410万人以上
(R11)　をHAPの目標と整合性を図るべき。
　道内の国内線利用者数2,571万人(R5)⇒2,671万人以上(R11)
をHAPの目標と整合性を図るべき。

　｢今年4月から第3期北海道創生総合戦略で令和11年までに国
際線利用者数を410万人以上、国内線を2,671万人以上とした
KPIとなっているが、HAPの中期事業計画では令和11年までに
国際線が693万人、国内線が2,730万人となっており、目標に
掲げる利用者数が342万人もの相違があるため、整合性ある数
値に変更すべきである。2025年5月9日、総合政策部との意見
交換の場において、HAPの目標数も照らして考えた場合、グラ
ハンを含めた人材確保の体制をより強化すべきではないか、
との質問に対し、航空課長は｢道の施策でグラハンに直結する
ことでいえば、移住者向けに空港業務を紹介するセミナーの
開催や地方空港への体制構築など、様々な取り組みを行って
いる。KPIについては、HAPが目標を立てた時期と全く異なる
ことから一概に比較できず、乖離はやむを得ないと考える。
道のKPIは、2018年に作成した『北海道航空ネットワークビ
ジョン』において、13空港の国内線・国際線の利用者が2030
年でどこまでいくかの数値目標を立てたものである。今年3月
末にHAPが発表した数値は、HAPがコミットする7空港における
数値目標であると理解している。道が立てた数値目標は2025
年にすでに達成している状況にあるが、2030年までにこの数
値が下回らないよう、道としても引き続き取り組みを継続し
ていくとともに、HAPが立てた目標についても、道として寄り
添って協力するなど連携を図っていきたい｣と述べるにとどま
り、既に目標が達成されていることから、KPIはHAPとの整合
性を図るべきである。

　本戦略では、航空需要の創出や新規就航に向けた誘致活動
の展開、道内空港の機能強化、地域が一体となった空港間の
連携などを通じ、航空ネットワークの充実・強化を図ること
としており、御意見の趣旨については、北海道エアポートな
ど地域関係者と連携した取組の参考といたします。

Ｃ

10／17



No 団体名 北海道創生協議会構成員からの意見 意見の理由 意見に対する道の考え方 区　分

36 連合北海道

（Ⅲ-２(３)主な施策　⑥航空ネットワークや北海道新幹線、
高規格道路等を活用した新たな人の流れの創出　P31）
■航空ネットワークの充実・強化
　上記、KPIが上昇した場合、整備士やグランドハンドリング
スタッフなどの航空関連業務の人手不足が深刻化している
中、インバウンドをはじめとした旅客の受け入れ体制の強化
や、空港までの二次交通などに対応したシームレスな環境整
備を図ったうえで、道内空港の増便に着手し、観光産業など
地域経済の活性化に繋げていく施策を講じるべきである。

　航空関産業は、安全を第一に担保するという部分では専門
性の高い人材の集まりである。こういった人材の雇用を守る
ことによって、この産業で働きたい・働き続けたいと思う方
を継続的に確保し、育成していくことが重要となる。道庁の
航空課長は、コロナ禍前に比べると人材が増加しているとい
う話もあったが、現場の感覚からすると、就航便の増加や利
用者増加に伴う人材不足感は否めない。加えて、若年層の早
期離職をはじめ、あらゆる資格が必要となる航空整備士やグ
ランドハンドリングスタッフは長期勤続が求められるもの
の、ライフイベントなどで早期離職する方が多く見受けられ
る。したがって、中堅層以上の負担感も高まっており、まだ
まだ人材不足を実感している状況にある。この業界において
早期離職を減らし、長期に渡って働き続けていけるのかとい
う問題は、各航空会社が取り組むべき重要な課題となる。道
庁としても引き続き、HAPと連携し、引き続き、航空関連産業
の認知度向上への施策や、航空教室の開催などに取り組んで
いただきたい。本産業は、北海道の地方経済にも影響をもた
らしていると強く認識している。この内容は、航空業界で働
く仲間の声を集めたものであるということを受け止めていた
だき、素案に盛り込んで頂きたい。

　御意見の趣旨については、第３章の２「⑥■航空ネット
ワークの充実・強化」において、グランドハンドリングの業
務の効率化や利便性の高い交通アクセスの整備等に進めるこ
ととしており、政策の方向性を示しています。

Ｂ

37 連合北海道

（Ⅲ-３(３)主な施策　①将来を見据えた地域コミュニティの
維持　P34）
■安心して心豊かに暮らすことのできる地域共生社会の実現
の５項目目について
　ワーキングケアラーについての対策を項目立てして明記す
べきである。ワークサポートケアマネジャーへの支援も含め
て、ワーキングケアラー対策を進めていくべきことを、補強
すべきである。介護休業制度の周知を義務付けることも、国
に求めるべきである。
　また、子に障がいがある場合や医療的ケアを必要とする場
合も、要件を満たせば、介護休業等を利用できる旨が明示さ
れているが、ケアしていることを言い出せない労働者もいる
ことから、家族に障がいがある、医療的ケアが必要である場
合にあわせ、ひきこもり・不登校等の状態にある家族のケア
をする場合も、要件が満たせば介護休業等制度の対象である
ことについて、労働者に周知することを、企業に対して周
知・徹底すべきである。

　2025年の家族介護者は795万人もいて、そのうちワーキング
ケアラーが307万人と約４割にも及んでいる。また、介護離職
者数も毎年11万人に達している。そして、仕事と介護の両立
困難による労働生産性損失額(これは、ストレスによる仕事の
効率が落ちることですが)などが、2030年の経済損失額が９兆
1,792億円と推計されている。このワーキングケアラーの推計
結果から導かれる予備軍の人数は、2020年時点の45歳から49
歳は、10年後の2030年に171万人、率にして17.9％が介護して
いる状態となるといわれている。今年2025年は、団塊の世代
が75歳以上となり、また、2040年には、65歳以上の高齢者数
がピークを迎えるとともに、介護と医療の複合ニーズを抱え
る85歳以上人口が増加することからも、ワーキングケアラー
についての対策を項目立てして明記・反映させて頂きたい。
ワークサポートケアマネジャーへの支援も含めて、ワーキン
グケアラー対策を進めていくべきことを、補強すべきであ
る。介護休業制度の周知を義務付けることも、国に求めるべ
きである。今年４月から育児・介護休業法改正にあわせ、
「常時介護を必要とする状態に関する判断基準」が見直され
た。新基準では、子に障がいがある場合や医療的ケアを必要
とする場合も、要件を満たせば、介護休業等を利用できる旨
が明示されている。なお、介護にとどまらず、過去最高と
なっている不登校等の子どものケアをしながら働く人も増え
ている。ケアしていることを言い出せない労働者もいること
から、家族に障がいがある、医療的ケアが必要である場合に
あわせ、ひきこもり・不登校等の状態にある家族のケアをす
る場合も、要件が満たせば介護休業等制度の対象であること
について、労働者に周知することも重要であり、企業に対し
て周知・徹底すべきである。

　御意見の趣旨については、第３章の３「①■安心して心豊
かに暮らすことのできる地域共生社会の実現」において、
ワーキングケアラーを含めた支援を必要とするケアラーの早
期発見や適切な支援について、また、第３章の４「⑩■誰も
が働きやすい環境づくりと仕事と家庭が両立できる職場環境
の整備」において、育児・介護休業法や同法で規定されてい
る各種制度が広く事業者や労働者に浸透するよう、普及・啓
発などに努めることとしており、政策の方向性を示していま
す。

Ｂ
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38 連合北海道

（Ⅲ-３(３)主な施策　②健やかに暮らせる医療・福祉の充実
P36）
■地域医療を支えるための医療従事者の確保
　医療従事者の確保に向けて、看護師免許を所有しているも
のの、医療現場で就労していない潜在看護師が人手不足に拍
車をかけている現状を踏まえ、道として医療従事者の復職支
援を強化する。また、未経験者や異業種からの転職者を受け
入れるリファラル採用（スタッフからの紹介）を活用する、
オンライン採用で地域を超えて人材を確保するなど、新しい
採用の形を取り入れる、ことを補強すべきである。

　　道は「北海道医療計画」の中で医療従事者に関する潜在
有資格者の掘り起こし等について取り組むとしている。具体
的には、北海道医療人材確保ポータルサイトの活用があるが
具体的に成果が上がっているのか、また道内の各市町村はも
とより民間との連携を通じた取り組みを行うなど、実効性の
ある取り組みとなっているのか確認が必要である。リファラ
ル採用については、職場にあった人材が集まりやすい（ス
タッフが「この人なら」と思う相手を紹介）、定着率が高い
（事前に職場の情報を知っているのでギャップが少ない）、
採用コストを抑えられる（求人広告費や人材紹介費を削減）
などのメリットがある。また、オンライン採用についても
「休職者が応募しやすい環境が整い、採用の幅が広げられる
ことから、効果的な人員不足対策となり、それらについても
推進していくべきである。

　御意見の趣旨については、第３章の３「②健やかに暮らせ
る医療・福祉の充実」において、地域医療を支えるための医
療従事者の確保に取り組むこととしており、政策の方向性を
示しています。

Ｂ

39 連合北海道

（Ⅲ-３(３)主な施策　②健やかに暮らせる医療・福祉の充実
P37）
■介護人材の確保・定着と高齢者や障がいのある方々を支え
る仕組みづくりの１項目目
　歯科医療や口腔健康管理が必要である高齢者は多いもの
の、過去１年以内に歯科を受診していた人は少数であり、高
齢者の受診を促すための施設に対するアクション行動を展開
すべきである。

　令和元年日本歯科医学会提供の資料によると、要介護高齢
者、平均年齢８６．９歳の調査では、歯科医療や口腔健康管
理が必要である高齢者は、６４．３％であったが、そのう
ち、過去１年以内に歯科を受診していた人は、２．４％にと
どまっており、高齢者の受診を促すことも重要である。老健
施設の例だが、様々な職種の人が、ミールラウンド会議を月
１回開催し、これが「軒下会議」と呼ばれているが、理学療
法士、作業療法士、管理栄養士、そして、歯科衛生士が参加
し、医療・介護の複合ニーズを有する高齢者や要介護度の高
い人のケアを行っているので、そうした施設に対するアク
ションも必要あることを補強すべきである。

　御意見の趣旨については、第３章の３「②■介護人材の確
保・定着と高齢者や障がいのある方々を支える仕組みづく
り」において、在宅歯科医療連携室の運営を支援することと
しており、政策の方向性を示しています。
　在宅歯科医療連携室においては、介護施設等に対し、在宅
歯科医療や口腔ケア提供体制の充実に向けた周知や研修会等
を実施しているほか、要介護高齢者等の御家族や介護支援専
門員等からの歯科医療に係る相談、訪問診療の依頼などに対
応しており、引き続き、在宅歯科医療の推進のため、連携室
の支援に努めてまいります。

Ｂ

40 連合北海道

（Ⅲ-３(３)主な施策　②健やかに暮らせる医療・福祉の充実
P37）
■介護人材の確保・定着と高齢者や障がいのある方々を支え
る仕組みづくりの７項目目
　介護従事者の安全確保・離職防止の観点から、国の「地域
医療介護総合確保基金」を活用して、２人加算が活用できな
い場合には、２人加算相当分を支援すること、補強すべきで
ある。

　厚労省の「第９期の介護保険事業計画」に基づく、介護人
材の不足充足率の推計によると、北海道は、2026(令和８)年
度で81.92％、15年後の2040年の推計では、56.56％となり、
全国一の介護人材の不足充足率と推計されている。介護職員
の安全確保や、負担軽減というのは喫緊の課題である。道と
して、国の「地域医療介護総合確保基金」を活用して２人加
算が活用できない場合には、２人加算相当分を支援すべきで
ある。実際、他県では、兵庫県、埼玉県、福岡県、群馬県で
はすでに国の基金を活用し、介護職員の安全確保・離職防止
に役立っている。道庁は、カスハラ対策として、全国一律の
制度として国がやるべきなので、国に働き掛ける、との極め
て消極的な考え方にとどまっている。介護は、全国一律で行
うことができないので、各県が創意工夫して対策を図ってい
るが、道庁は全くやる気が見えない。創生戦略に補強すべき
である。また、カメラ付きICレコーダーの整備の対象となる
補助事業を今年度から実施しているが、導入していない介護
事業所からの声として、利用者や家族からなぜカメラを付け
ているのかなどのクレームなど、二次ハラスメントに繋がる
恐れはないのかという意見が寄せられている。実際どのよう
に利用しているのかを道のホームページ等で明らかにすべき
である。

　カスタマーハラスメントなどにより訪問介護員の安全確保
等のため２人での訪問が必要であっても、２名によるサービ
スの提供を受けた場合、負担額が増額となることから、利用
者または家族等の同意が得られず、２人分の介護報酬の算定
に至らない事業所もあると承知していますが、道としては、
介護報酬の算定要件に関しては、全国一律の制度として適切
に対応することが重要と考えており、訪問介護員の安全確保
等のため、報酬算定要件を見直すなど、必要な改善を国に求
めてまいります。
　また、暴力やハラスメント対策として事業所を対象とした
講習会や利用者へのリーフレットの配付等を行うとともに、
訪問介護員の安全確保にも活用可能なカメラ付きＩＣレコー
ダーの整備も対象となる補助事業なども実施をしているとこ
ろであり、こうした事業の一層の周知を図ってまいります。
　「北海道ホームヘルプサービス協議会」などの関係団体等
からもご意見をお伺いしながら、今後とも、安全確保や負担
軽減に配慮し、利用者の状況に応じた適切なサービスが提供
されるよう、引き続き、取り組んでまいります。

Ｃ
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Ｂ41 連合北海道

（Ⅲ-３(３)主な施策　③地域を支える持続的な交通・物流
ネットワークの構築　P38）
■地域の実情に応じた交通ネットワークの維持・確保
　今回、「交通空白の解消」という文言が入ったことは評価
する。一方、北海道は、「アクセス困難人口(スーパーやコン
ビニなどの店舗まで500m以上かつ自動車利用困難な65歳以上
の高齢者を指す)」が、全国で904万人以上(65歳以上の人口の
25.6％)と推計されている。特に、北海道は全国２番目に高い
37.1％となっており、「買い物難民」「交通弱者」対策を一
層進める、という文言を補強すべきである。

　国や道が店舗 スーパーやコンビニや移動販売サービスの開
設・運営への支援や公共交通事業者に対する支援の拡充、自
治体が運営し委託するデマンド型交通 予約型小型バス ・コ
ミュニティバスの助成などを行うことが肝要である。店舗開
業やデマンド交通の支援としては、市内にスーパーが存在し
ない自治体 空知管内の歌志内市 において、自治体がスー
パーを誘致し、店舗賃料を低廉な価格とし、「買い物弱者」
対策を行っている事例や、道内自治体 空知管内の砂川市、日
高管内の浦河町、胆振管内の白老町、渡島管内の知内町など
のデマンド交通の発着時間や乗降場所や運賃を決定し、タク
シー会社等へ委託するなどの事例も多数ある。道内の社会減
の深刻化を踏まえたうえで、国や道としても市町村への支援
の対策は急務である。
　農水省では、「食品アクセスの確保に関する支援策パッ
ケージ」を取りまとめているが、その政策が北海道単位もし
くは市町村単位(民間企業の活用を含む)で活用できるものか
を8/7 の意見交換の場で聞いたが、 現時点では無い、とのこ
とであることから、具体的に活用できるものとなるよう、農
水省に求めていく必要がある。また、農水省作成の「円滑な
食品アクセスの確保について」の中で、買物困難者の現状が
示されており、北海道も札幌市をはじめとする都市圏以外の
地域は、アクセス困難人口の割合が非常に高い。「食品アク
セスの確保に関する支援策パッケージ」でどのように活用す
ることが可能なのか、課題である。一方、国交省として「交
通空白」解消に向けた取組方針 2025 が策定され、その中
で、「何らかの対策が必要とされる『交通空白』地区が全国
に合計2,057地区あると示されており、うち道内は72市町村
195地区が「交通空白地区」となっている。
　また、取組実施中(57地区)・準備中(101地区)・検討中(37
地区)となっており、地方創生 2.0 の課題として対策してい
くべきである。
　また、未然防止に向けた対応が求められる「要モニタリン
グ地区」が全国で合計1,632 地区あり、うち道内は106地区と
なっている。
　さらに、同じく「交通 空白」解消に向けた取組方針2025の
中で、「交通空白」解消に向けた持続可能な体制づくりとし
て、都道府県の体制づくりが重要であることが伺える。それ
に関連して、地域交通の維持や活性化に向けて、都道府県が
市町村をけん引・補完する体制構築に向けた「都道府県目
標」が設定され、国交省による認定が行われることで、都道
府県単位 (市町村単位) へ予算措置を含めた後押しを国とし
て行うべきであると考える。
　「買い物難民」対策として、地方創生事業としての措置を
盛り込む必要があると考える。方策を進める上で想定される
問題点は、道庁内では、農政部や建設部だけでの取り組みと
ならないよう、地方創生の観点で、総合政策部が横断的にど
のように関わっていくのか課題である。他のワーキングメン
バーとの連携は、農水省、国交省、経産省の北海道事務所と
の連携、振興局と市町村との連携は不可欠である。

　御意見の趣旨については、第３章の３「③地域を支える持
続的な交通・物流ネットワークの構築」において、政策の方
向性を示しています。
　道としては、地域の暮らしや産業経済を支える安定的かつ
持続的な交通・物流ネットワークの確保に向け、通学や通
院、買い物なども含めた幅広い観点で住民の身近な移動手段
として欠くことができない地域公共交通の確保を図るべく本
戦略を作成しているところです。
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42 連合北海道

（Ⅲ-４(３)主な施策　⑦地域経済を支える中小・小規模企業
の振興　P56）
■中小・小規模企業の持続的発展
　｢賃上げ促進税制｣(経産省)や、｢業務改善助成金｣(厚労省)
等の活用を推進し、道内の中小企業・小規模事業者が賃上げ
しやすい環境整備に向けた支援を行うとともに、深刻な人手
不足など厳しい環境にある業種の支援により一層取り組む、
ことを補強すべきである。また、｢賃上げ促進税制｣(経産省)
や、｢業務改善助成金｣(厚労省)等の申請に関しては、必要な
書類の作成支援や申請手続きの利便性を向上させ更なる簡素
化を図るよう国に働きかける、ことも補強すべきである。

　経産省は「中小企業向けの賃上げ促進税制については、前
例のない長期となる5年間の繰越措置の創設による抜本的な強
化を行い、赤字でも賃上げに挑戦する中小企業を後押しして
いる」と連合北海道の要求に回答したものの、給与等支給額
が前事業年度より「3％～4％以上増えていること」が必須要
件では、「赤字でも賃上げに挑戦する中小企業を後押しして
いる」とは言い難い制度であると言わざるを得ない。「赤字
でも賃上げに挑戦すること」が前提ではなく、地方の中小企
業・小規模事業者が賃上げしやすい環境整備、加えて価格交
渉しやすい環境整備に向けた支援が最も重要である。特に中
小企業や地方の企業に対する助成金や税制支援等の申請につ
いては、手続きの複雑さや人手不足等により対応ができない
などの理由から、依然として申請が進んでいない現状を踏ま
え、更なる簡素化を図るよう道として国に対して実効性ある
支援を行うよう働きかけるべきである。

　御意見の趣旨については、第３章の４「⑦■中小・小規模
企業の持続的発展」において、政策の方向性を示していま
す。
　道では、厳しい経営環境に置かれている中小・小規模事業
者の方々に寄り添い、国の施策も効果的に活用しながら、国
や市町村はもとより、各支援機関、関係団体と連携し、事業
者の方々の経営状況をきめ細かく把握しながら、伴走型の経
営指導、道融資制度の利用促進や新商品開発への助成など、
中小・小規模事業者の方々の持続的な発展に向けて支援して
います。

Ｂ

43 連合北海道

（Ⅲ-４(３)主な施策　⑨産業人材の育成・確保と雇用の受け
皿づくり　P58）
■きめの細かい職業訓練の実施
　ポリテクカレッジやMONOテクなど公共職業訓練は、ものづ
くり中小企業の人材供給の観点のみならず、良質な雇用・就
労機会の実現に向けて、入学(校)料や授業料、教科書等諸経
費の無償化を検討し、世帯所得を問わず誰もが必要な職業訓
練を受けられるよう所得制度の撤廃を視野に入れた支援金制
度の体制を拡充する、ことを補強すべきである。

　道内のポリテクカレッジの学費は、入校料約17万円、年間
授業料約40万円、教科書等諸経費約12万円で年間約70万円の
諸経費がかかる。道内のモノテクの入校経費等は年間約20万
円。ポリテクセンター北海道では、コースによって異なるが
一例を挙げれば半年間の職業訓練でテキスト代10,000～
15,000円程度で作業服を各自購入、職業訓練生総合保険は任
意加入で5,000円前後が訓練に必要な経費となる。ものづくり
中小企業の若者人材の確保・育成への困難を解消すべく、所
得制限の撤廃を視野に入れた支援金制度を拡充するよう、補
強すべきである。

　ＭＯＮＯテクにおける公共職業訓練については、第３章の
４「潜在力を活かした産業・雇用をつくる」において、「も
のづくり関連など地域の産業を支える人材の育成」を掲げて
おり、受講の機会を広く公平に提供する観点から、経済的事
情のある方などを対象に、授業料の減免を行っているところ
です。
　なお、教科書等諸経費については、訓練生に実費分を負担
していただいておりますが、地域によっては自治体独自の支
援制度があり、負担の低減が図られております。
　今後も、こうした減免制度や地元自治体独自の支援制度を
活用していただくとともに、より多くの方々に、希望する職
業訓練を受講していただけるよう環境の整備に努めてまいり
ます。

Ｃ

44 連合北海道

（Ⅳ-２ 「誰もが安心して暮らせるまちづくり」プロジェク
ト　P69）
■数値目標及び主なKPI
　合計特殊出生率：全国平均まで引き上げる(R11)　(R5：
［国］1.20、［道］1.06)⇒ (R6：［国］1.15、［道］1.01へ
修正すべきである。
※Ⅲ-１(１)数値目標も同様P15

  2025年6月「2024年の人口動態統計」が厚生労働省から発表
され、合計特殊出生率が1.15という過去最低を記録したとい
う衝撃的なニュースがあったことから、ここは新たな数値を
更新すべきである。北海道は、東京都、宮城県に次いで３番
目に低い水準である。また、道内の出生数も、2011年に４万
人を割り、2017年に34,040人、2024年に、22.658人と、３万
人を割り込む減少数となっていることは記載すべきである。

　この度の改訂では、修正・追加施策等に伴うもののほか、
特定分野別計画と連動した指標の修正等を行っております。
戦略の進捗管理の観点から、修正を行わない指標の基準値に
ついては、原則変更しないこととしておりますが、御意見の
趣旨を踏まえ、第２章「基本的な考え方」に最新の人口動態
データを掲載しました。

Ａ
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45 連合北海道

（Ⅵ-３(６)地域おこし協力隊へのサポート　P82）
　市町村戦略支援において、「地域おこし協力隊員の更なる
確保や任期後の定住に向け、ワンストップ窓口の設置やポー
タルサイトの開設」となっている。北海道は全国の中でも、
地域おこし協力隊が多いことから、この資源を有効活用する
とともに、地域おこし協力隊の現状の３年という特別交付税
措置を５年程度に延ばすよう国に求めるべきである。

　「地方自治体による人口減少問題への対応」として、近
年、「資源獲得政策」の一環として、自治体に対して様々な
人的資源確保の方策が行われており、①地域おこし協力隊、
②地域活性化起業人、③デジタル人材の市町村への派遣、④
その他の派遣制度(技術職員派遣制度、集落支援員、GXアドバ
イザー制度、地方創生人材支援制度)、⑤都道府県から市町村
への派遣などがある。「地域おこし協力隊」は、都市地域か
ら過疎地域等の条件不利地域に住民票を異動し、生活の拠点
を移した者を、地方公共団体が「地域おこし協力隊員」とし
て委嘱。隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランド
や地場産品の開発・販売・PR等の地域おこしの支援や、農林
水産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力活動」を
行いながら、その地域への定住・定着を図る取り組みであ
り、２年間の特別交付税措置も行われ、使い勝手が良いと言
われている、①令和６年度で7,910人(1,176市町村)おり、②
令和８年度までに10,000人の目標としていること、③活動期
間は概ね１年以上３年以下、④隊員の約４割は女性、約６割
が20歳代と30歳代、⑤直近５年間に任務終了後、約６９％の
隊員が同じ地域に定住し、約４６％(2,077人)が起業、約３
４％(1,542人)が就業となっている。北海道は全国の中でも、
地域おこし協力隊が多いことから、この資源を有効活用し、
また、地域おこし協力隊の現状の２年という特別交付税措置
を5年程度に延ばすよう国に求めるべきである。

　地域おこし協力隊は、地方自治体の委嘱を受け、おおむね
１年以上３年以下の期間、地域住民と連携・協力しながら、
地域ブランドや地場産品の開発・販売・ＰＲ等の地域おこし
支援や、農林⽔産業への従事、住民支援などの「地域協⼒活

動」に従事する制度であることから、現状３年を上限とし
て、活動経費等が特別交付税措置の対象となっております。
　地域おこし協力隊の方々は、地域活性化の貴重な担い手と
なっており、今後とも、全道において任用を進めていく必要
があると認識していることから、更なる確保及び定住に向
け、隊員や受入自治体への各種支援の充実・強化について、
引き続き国に要望してまいります。

Ｃ

46 連合北海道

（Ⅵ-３(６)地域おこし協力隊へのサポート　P82）
　「地域活性化起業人」についても、ノウハウや知見を活か
しながら地域独自の魅力や価値の向上等につながる業務に従
事することで、地域活性化を図る取り組みに対し特別交付税
措置されているが、市町村戦略においても、この「地域活性
化企業人」の活用も、創生戦略に補強すべきである。

　「地域活性化起業人」は、地方公共団体が、三大都市圏等
に所在する企業等の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウ
や知見を活かしながら地域独自の魅力や価値の向上等につな
がる業務に従事することで、地域活性化を図る取り組みに対
し特別交付税措置されている。①種類として「企業派遣型
(H26～)780人」は、地方公共団体と企業の協定締結に基づく
企業から社員を派遣する方式であり、また、「副業型(R６
～)91人」/「シニア型(R７～)」は、地方公共団体と企業の社
員または退職した個人の契約に基づく副業方式により活用さ
れている、②地方公共団体1,433/1,700市町村が活用してい
る、③カテゴリー別の実績としては、「DX(自治体DX・地域社
会DX)255人(２９％)」、「観光振興・観光誘客対策・DMO設立
等189人(２２％)」、「地域経済活性化・雇用対策・人材育
成・企業誘致等９３人(１１％)という順位であり、④活用企
業別では、㈱JTB(４０人)、合同会社DMM.com(２４人)、ソフ
トバンク㈱(２２人)と続いている。市町村戦略においても、
この「地域活性化企業人」の活用も、創生戦略に補強すべき
である。

　道では、市町村戦略の支援にあたっては、地域の実情に応
じながら、地域づくりの拠点である振興局を中心に、「資
金・人・情報」の３つの側面から積極的に支援を行うことと
しております。専門人材に係る各種制度についても、第６章
の２「(2)市町村の取組に資する情報の提供」のとおり、適切
に情報支援を行ってまいります。

Ｂ
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47
北海道
新聞社

「②外国人材の確保と地域における共生の環境づくり」（28
ページ目）
　外国人材の確保の項目に関しては、数値目標だけでなく、
もう少し丁寧な背景説明が必要ではないでしょうか。

　「外国人材の確保と地域における共生の環境づくり」は、
生産年齢人口の減少を前に、真剣に検討すべき課題と考えま
す。一方で、外国人材の増加に伴い、国内では排外主義的な
風潮が生まれています。
　同ページの小項目「■外国人材の確保」で「外国人居住者
数　56,485人（R5）→75,000人（R11）」とのKPIが示されて
いますが、労働分野は「医療、福祉」「建設業」「宿泊業、
飲食サービス業」「製造業」「卸売業、小売業」など多岐に
わたります。また、ラピダス進出に伴う高度な知識人材の受
け入れも重要です。
　例示した各分野とも深刻な労働力不足の加速が予見されま
す。単に数値目標を示すだけでなく、さまざまな外国人材の
受け入れなしに北海道の発展は成り立たない背景を丁寧に説
明し、道民の理解を得ていく必要があるかと思います。

　御意見の趣旨を踏まえ、第３章の２「②■外国人材の確
保」に、外国人材受入の背景について追記しました。

Ａ

48
北海道
医師会

Ⅲ－１－①（P15～16）
【妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・
医療の確保】
　小児科を標ぼうする医療機関がある自治体数を明確化し、
地域間の格差を可視化した上で、各地域において実態に応じ
た広域連携やオンライン診療、地域看護職の活用、巡回診療
などの代替的な医療提供体制の構築を目指すことについて明
記するべき。

　安心して子どもを育てるには、居住自治体において小児科
医療を受診できる体制の確保が不可欠である。小児科医の偏
在や高齢化により、全ての自治体に小児科を標ぼうする医療
機関を配置することは現実的ではないため、代替的な医療提
供体制の構築を目指すことについて記載するべき。

　御意見の趣旨を踏まえ、第３章の１「①■妊娠前から妊娠
期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・医療の確保」に、
医療提供体制の構築について追記しました。
　なお、医療機関数については「北海道医療計画」で掲載し
ており、以下のとおりです。
①小児科・小児外科を標ぼうする医療機関は、病院が140施
設、診療所が542施設（R6.4.1現在）であり、このうち病院の
約20％、診療所の約40％が札幌圏に所在している。
②産科又は産婦人科を標ぼうする医療機関は、病院が70施
設、診療所が90施設（R6.4.1現在）となっている。

Ａ

49
北海道
医師会

Ⅲ－１－①（P19）
【仕事と家庭の両立ができる職場環境の整備】
　働き方改革に取り組む企業
　　⇒働き方改革に取り組む事業者に修正するべき

　働き方改革に取り組んでいるのは企業だけではないため、
事業者と表現するべき。また、70ページ目には「働き方改革
に取り組む事業者への支援」との表記があることから文言を
統一するべきである。

　御意見の趣旨を踏まえ、第３章の１「①■仕事と家庭の両
立ができる職場環境の整備」の該当箇所を「事業者」に修正
しました。

Ａ

50
北海道
医師会

Ⅲ－３－②（P35）
【人口動態を踏まえた医療提供体制の整備：●３つ目】
　北海道航空医療ネットワーク研究会と連携し、メディカル
ウイングを運航する。
　　⇒北海道航空医療ネットワーク研究会と連携し、引き続
きメディカルウイングを運航する。に修正するべき。

　平成29年7月30日から北海道が実施主体となり、北海道航空
医療ネットワーク研究会が事業を受託していることから、
「引き続き」の文言を追加すると、継続していることが分か
りやすくなる。

　御意見の趣旨を踏まえ、第３章の３「②人口動態を踏まえ
た医療提供体制の整備」の該当箇所を「北海道航空医療ネッ
トワーク研究会と連携し、引き続きメディカルウイングを運
航する。」に修正しました。

Ａ
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51
札幌大学
武岡明子
教授

Ⅳ－２
　重点戦略プロジェクトに「若者や女性に選ばれる地域づく
り」の観点を追加した点はとてもよいと思います。
　プロジェクトの背景として、「年代別の人口移動（転入ー
転出）の状況（北海道）」のグラフが68頁に載っています
が、より詳細な分析が必要ではないでしょうか。
　また、このデータは人口減少に関わる非常に重要な内容で
もあることから、総合戦略の冒頭（「Ⅰ　はじめに」か「Ⅱ
基本的な考え方」）で掲載した方がよいのではないでしょう
か。

　国の基本構想（「地方創生2.0基本構想」）では、第2章で
人口の推移や人口の移動、若者と女性の地方からの流出につ
いてデータを用いながら記述しています。国の基本構想を踏
まえて見直しを行うのであれば、これらのデータについて分
析する必要があると考えます。
　国の基本構想では、「地方から地域の中心都市に、その中
心都市から東京圏へと人口が移動する状況となっている」（4
頁6～7行目）と指摘されています。北海道でも、地方から札
幌市へ移動する一極集中が見られてきましたが、近年は札幌
市が果たしてきたダム機能が弱くなり、東京圏への流出が増
えているとの指摘があります。
　また、「男性に比べ、一度東京圏に転入した女性は、地方
に戻らない傾向にある」（5頁2～3行目）とも指摘されていま
す。北海道の女性の動向はどうか、もし戻らない女性が多い
のであればその理由は何かを調査する必要があると考えま
す。

　御意見の趣旨を踏まえ、第２章「基本的な考え方」に最新
の人口動態データを掲載しました。
　取組の推進に当たっては、若年層の御意見を踏まえるとと
もに、最新の人口動態などを的確に分析してまいります。

Ａ

52
札幌大学
武岡明子
教授

Ⅳ－２
　若者や女性にも選ばれる地域づくりのためには、魅力的な
職場の創出やアンコンシャス・バイアスをなくすための取組
みをより一層推進する必要があることから、重点戦略プロ
ジェクトでの位置付けを明確化するべきと考えます。

　国の基本方針では、「社会増減に関し、地方創生1.0で様々
な対策が打ち出されたにもかかわらず、人口流出に歯止めが
掛からなかったのは、若者や女性の流出に関する問題の根源
の一つである、地域に魅力的な職場がなかったことやアンコ
ンシャス・バイアス等に対し有効にアプローチできなかった
ことが要因ではないか。地方から首都圏等に転出した当事者
からは、男女共に地域におけるアンコンシャス・バイアスを
息苦しく感じたことが転出の理由であったという声が挙げら
れている」（12頁14～21行目）と記述されています。この素
案では、アンコンシャス・バイアスについて、基本戦略には
載っています（23頁）が、重点戦略プロジェクトには載って
いません。

　御意見の趣旨を踏まえ、第４章の２「誰もが安心して暮ら
せるまちづくり」プロジェクト」のプロジェクトの狙い及び
プロジェクトの枠組みに、アンコンシャス・バイアスについ
て追記しました。

Ａ
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